
 

内部統制制度の概要 

Ⅰ．制度導入の必要性と実施の効果                                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ．内部統制制度のポイント                                                  

＜地方公共団体における内部統制制度導入の必要性＞ 

・人口減少社会においても行政サービスを提供していくため、その要請に対応した地方行政体制を確立する必要。 

 ⇒地方自治法改正、内部統制制度を導入（平成３２年４月施行 都道府県・指定都市：義務付け） 
 

＜内部統制制度導入・実施の効果＞ 

・地方公共団体は、組織として、予めリスクがあることを前提として、法令等を遵守しつつ、適正に業務を執行。 

 ⇒・長によるマネジメントの強化により、政策的な課題に対して重点的に資源を投入することが可能 
  ・業務の効率的・効果的な達成により、職員にとって安心して働きやすい魅力的な職場環境が実現 
  ・住民は信頼に足る行政サービスを享受 

・内部統制についての組織的な取組の方向性等を 
 示すもので、長が策定・公表 

・団体ごとの状況や課題等を踏まえ、内部統制対 
象事務（財務に関する事務は必須）等を記載 

内部統制に関する方針の策定・公表 

・内部統制推進組織(ァ)・内部統制評価組織(ィ)の設置 

(ァ) 内部統制体制の整備等を全庁的に推進 

(ィ) 各部局の自己評価のとりまとめ、長が行う内部統制評価の補助 

・各部局でのリスクの評価・リスク対応策の整備 

内部統制体制の整備 

・内部統制対象事務について、長が内部統制の整 
 備状況及び運用状況を評価 

・重大な不備がある場合、内部統制は有効に整備 

又は運用されていないと判断 

内部統制評価報告書の作成 

・評価が評価手続に沿って適切に実施されたか、 

 把握された不備に対する評価結果が適切な判断 
 に基づいているかという観点から意見の付与 

・意見が付された報告書は議会に提出・公表 

監査委員による内部統制評価報告書の審査 

内
部
統
制
体
制
の
運
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方針の見直し等について検討 

資料４ 

(出典) 『「地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドライン（たたき台）」について（平成30年11月20日 総務省自治行政局）』から抜粋 



内部統制制度の導入に向けた想定スケジュール（案） 

 

平成３１年４～６月      内部統制推進体制の整備 

                  ◇内部統制推進本部会議（仮称）などの推進組織の立ち上げ 

                  ◇「試行」に向けた準備（統制対象リスクの整理、体制整備など） 

 

平成３１年７月～３２年２月  試行 

                  ◇リスク評価シートの作成（７～１０月） 

・リスクの識別、リスクの評価、対応策の整備 

                  ◇統制活動（３１年１１月～３２年２月） 

                  ◇自己評価（３２年１～２月） 

                  ◇リスク評価シート（本格施行時用）の修正（３２年３月～） 

 

平成３２年４月～       内部統制制度の本格施行 

 

資料４－２ 


